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ルの開発です。数値人体モデルとは、人
体の組織や臓器の形状を微小な要素の集
合体として表現したものです。実際に人
体に電波を当てて実験をするわけには
いきませんので、電波が人体に吸収され
る様子を、コンピュータを使ってシミュ
レーションできるようにしたのです。
　この研究が始まった当時は、日本人の
平均体型からはかけ離れた米国人男性の
モデルしか利用できませんでした。そこ
で、2000年頃に、MRIの画像をベースに
日本人の成人男女のモデルを作ったので
す。特に女性モデルは、ミリメートルの
空間分解能を有する全身数値人体モデル
としては、世界でも初めての開発でした。
──日本人にとって現実的なモデルができた

わけですね。

渡辺　その後、小児モデル、胎児まで作
りこんだ妊娠女性モデルを開発し、現
在、これらは非営利目的では無償、営利
目的では有償で公開されています。
　他の2つの研究は、この曝露評価技術
に関する研究をバックグラウンドとした
ものです。1つは「電波防護指針値の適
合性評価技術に関する研究」、もう1つは

「医学・生物実験のための曝露装置の開
発および曝露評価に関する研究」です。
──では、まず「電波防護指針値の適合性評

価技術に関する研究」の概要について伺えます

か。

渡辺　現在、携帯電話をはじめとしてい
ろいろな無線機が使われているのです

が、無線機をメーカーが開発して商品と
して実際に市場に出すときには、法律で
定められた電波の安全基準を満たしてい
ることを確認しなければなりません。こ
の時、どこで誰が測っても同じ結果が出
るような評価方法でなければなりませ
ん。そのためには、評価方法がある程度
簡便でなくてはならないし、再現性も良
くなければならないのです。そういった
条件を満たす評価方法を作るための研究
ですね。また、評価方法が、国ごとに異
なっていては困ります。つまり、国際標
準化というのが非常に大切なのです。そ
のため、ITU（国際電気通信連合）やIEC

（国際電気標準会議）といった国際標準化
団体の標準化活動に寄与する研究となっ
ています。
──具体的には、どのような技術開発をされて

いるのでしょうか。

渡辺　例えば携帯電話の端末における安
全基準の指標は、人体各部に吸収される
単位質量当たりの電力、すなわち比吸収
率（SAR: Specific Absorption Rate）で
す。このSARの測定方法は2005年に国
際標準化されているのですが、それは基
本的には頭のそばで使う場合だけに適用
されます。しかし最近ではポケットに入
れたままBluetoothのヘッドセットで聞
くこともあって、その時、携帯電話は胸
ポケットや腰のポーチなどに入ってい
ます。また、PDAもありますし、ラップ
トップパソコンをひざの上に置いて使用

携帯電話をはじめ、パソコンや携帯ゲー

ム機の無線LANなど、現代の生活におい

て、様々な場面で電波が利用されていま

す。こうした状況の中、NICTでは電波

の環境問題の1つとして、人体が電波に

さらされたときの安全性について研究を

進めています。

電波が人体に与える影響を
“測る”技術を開発する

── 生 体 EMC（Elec t ro -Magne t ic 

Compatibility）プロジェクトで取り組んでい

る研究テーマは、どのようなものなのでしょう

か？

渡辺　現在、私たちは「電波防護指針に
基づく適正かつ健全な電波利用環境の構
築」という目標を掲げており、そのため
に大きく分けて3つの研究を進めていま
す。
　一番大きいのが、「高精度な曝露（ばく
ろ）評価技術に関する研究」です。電波
の安全性を調べるためには、電波にさら
された人体のどこにどれだけ電波エネル
ギーが吸収されたかを正確に調べるこ
と、つまり「曝露評価」が必要です。その
ための技術を開発しています。
　代表的なのは、高精度な数値人体モデ
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●生体EMCプロジェクトの研究目的

することもあります。パソコンには無線
LANが付いていますので、電波が出てい
る場所として想定する箇所が、頭の側だ
けではなくなってきているのです。
　そういう端末を私たちはBody worn

（身体の側で着る）端末と呼んでいるの
ですが、身体の側のいたるところで使わ
れる無線端末に対する測定方法の標準化
も、今まさに最終段階に来ているところ
です。これへの対応も私たちがしなけれ
ばならないことなのです。
──測定はどのように行うのでしょうか。

渡辺　SARの測定は、ロボットアームの
先に電界プローブというセンサーを付け
て行います。このセンサーの較正（測定
している電界とセンサーからの出力信号
を正確に関係づけること）が、NICTの仕
事です。日本でこの較正を行っているの
はNICTのみなのです。つまり、NICT
で較正したセンサーを使って、日本で実
際に販売されている携帯電話の安全性
評価が行われているというわけです。今
度、新しい測定方法が標準化されると、
測定する周波数が増えます。周波数が増
えれば、それぞれの周波数に対応した較
正システムの開発や整備をしていかなけ
ればなりません。
──次に、「医学・生物実験のための曝露装置

の開発および曝露評価に関する研究」について

伺えますか。

渡辺　これまでお話した研究とは少し性
質が異なる研究です。
　現在使われている電波の安全基準は、
過去の研究成果に基づいて作られてきた
ものです。ところが、電波の利用形態は
時代とともに変化していて、例えば、以
前は使われていなかった周波数帯を使っ
ていたり、安全基準が策定されたときに
は想定していない使われ方をされてい
たりします。そのように、電波の利用形
態が変化しても、これまでの防護指針で
問題なく防護できるのかを確認するため
に、動物実験や人を対象とした疫学調査
などが必要とされています。それらの研
究に対して、動物に電波を当てる装置を
開発するなどの工学的な側面からのサ
ポートを行っています。

　例えば、疫学調査では、がんになった
人となっていない人とについて、過去に
どれだけ携帯電話を使っていたかといっ
たことの履歴を調べて、実際の電波の曝
露量としてはどれくらいの差があるのか
などを調べなければなりません。私たち
のグループは、そういった研究に参加し
ています。
──NICTでも実験を行ったそうですが、どの

ようなものだったのでしょうか。

渡辺　過去には「ラット頭部への電波局
所曝露実験」という実験を名古屋市立大
学医学部と共同で行いました。これは脳
腫瘍の発がん性について調べた実験で
す。脳腫瘍というのはなかなかできない
病気なので、ねずみ500匹を使ってねず
みの一生に相当する2年間にわたり電波
を当て続け、当てた群と当てていない群
とを比較するということをしました。結
果は、電波の有無で発がん性に差は見ら
れませんでした。
　今は「胎児期および新生児期のラッ
トにおける電波全身曝露実験」という実
験をしています。これは、母親ラットの
おなかにいる時から電波を当てた子ど
もに、さらに生まれてからも電波を当て
て、その子どもの発達・成長を確認する
実験です。この実験でも電波を当てた群
と当てていない群との間に差はなかった

のですが、今はさらに孫まで電波を当て
続けたらどうなるかというところまで
行っています。
──国際疫学調査にも参加されたそうですね。

渡辺　東京女子医科大学や慶應義塾大学
と共同で脳腫瘍の患者さんが過去にどれ
だけ携帯電話を使っていたかということ
を調べました。脳腫瘍の患者さんという
のはまれなため、患者さんのデータを世
界中で集めればということで13 ヵ国共
同で調査をしたのです。携帯電話にもい
ろいろなタイプがあるので、そのタイプ
ごとに頭の中にどのように電波が吸収さ
れるのかをカテゴリ分けして、実際に脳
腫瘍が発生した位置と、電波の吸収量と
の相関があるのかどうかというデータを
提供したりしました。
　もう1つ、電磁波過敏症という問題が
ありまして、安全基準より十分に低いレ
ベルであっても「携帯電話をそばで使わ
れると頭が痛くなる」「パソコンモニター
のそばで作業をしていると頭痛がする」
という症状を訴える方がいらっしゃいま
す。福島県立医科大学、東京大学、国立
保健医療科学院との共同研究では、そう
いう方にご協力いただいて、いつ電波が
来ているかどうかわからないようにし
て、気分の変調などに差があるかどうか
調べる実験をしています。
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●携帯電話のＳＡＲを測定するシステム

リスクを最小限に抑えるために
続けられる研究

──ラットの実験などは、そこまで調べるのか

と驚かされましたが、生体EMCの研究は、「電

波が安全であるとは言い切れない」という事を

前提にしているのですか？

渡辺　「危険は絶対にない」という証明
はできません。そうは言っても、新しい
技術が出てきた時には、安全かどうか不
安になったりしますよね。ですから、「こ
こまで調査して大丈夫なのだから、たと
え何かしらの影響があったとしても、リ
スクとしては無視できる範囲にとどまる
だろう」というところまで追い込んでい
こうとしています。
　1996年には、WHO（世界保健機関）が
総合的な健康リスク評価をするプロジェ
クトを立ち上げ、世界各国に分担して研
究を進めるように勧告しています。
　電波の安全性を確かめるために、どれ
くらい当てたら生命に危険が及ぶか、と
いうような事も含めて、たくさんの実験
を行っているのです。それに基づいて安
全基準が決められていますが、その安全
基準以下でも、何か影響が「出たかもし
れない」という事例もあるのです。再現
実験をすると影響は確認されないので、
問題はないと考えられていますが、た
だ、そういうデータを着実に積み上げて
いくことが大切なのです。

──「もしかして…？」というレベルのリスクに

ついても調査が必要であるということでしょう

か。

渡辺　現在でも、「大変な健康被害が出
るというような重篤な影響は多分ないで
しょう」と言えるところまでは来ている
と思います。とは言え、携帯電話という
のは、今や世界中でかなりの人が使って
いて、しかも子どもの頃から老人になる
まで一生使い続けるものです。ですか
ら、たとえ小さなリスクでも、社会的な
リスクとしては無視できなくなる可能性
がある。それが、WHOが他のリスク要
因よりもしっかりと電波の影響の研究を
しましょう、と言い続けている根拠の1
つだと聞いています。ですからNICTで
も、「もしかしたらあるかもしれない」と
いうことを前提に研究をしているわけで
す。
──微弱でも長期にわたって電波を浴び続け

るという事が、人類にとってどんな影響がある

のか、調査・研究を続けなければならないとい

うことですね。

渡辺　近いうちには、1つの大きな区切
りが来る予定です。
　先程お話した、WHOのプロジェクト
ですが、その中に、私たちも参加した脳
腫瘍の国際疫学調査もありました。各国
ごとの調査は終わったのですが、全部の
データをプールしての評価の結果が、お
そらく今年中に出るだろうと言われてい

ます。それが出てから、国際がん研究機
関というWHOの研究機関が電波の発が
ん性に関する評価を出します。その評価
を受けて、今度はWHOががん以外の健
康影響を含めた総合的な健康リスク評価
をする予定です。
　それが大体2012年頃になる見込みな
のです。そこまででとりあえず携帯電話
の健康リスクについては一定の結論が出
ると言えるのではないかと考えていま
す。
──その結論が出たら、NICTの活動にどのよ

うな影響があるのでしょうか。

渡辺　今度はそれに合わせて安全基準を
見直さなければなりませんし、安全基準
が改定されたら安全基準の適合性を確認
するための評価方法も変えていかなけれ
ばなりません。そうこうしているうち
に、今度は携帯電話に第四世代などが出
てきますので、今度はそこで使われる周
波数の影響はどうなのかという研究を続
けていかなければならない。そのような
サイクルが続いていきます。
　とはいえ、ずっとわからない状態が続
くというのではありません。1つ1つの
電波の利用方法に対して「この範囲では
安全です」という結論を出しながら、新
しい電波システムについての研究を続け
ていくということになるのではないかと
思います。

安全基準に関する
国際標準化の現状

──世界の中では、日本で行われているこう

いった研究の位置づけというのは、どれくらい

のところにあるのでしょうか。また、安全基準

などは国際標準化が大切というお話がありま

したが、現状はどうなっているのでしょう。

渡辺　世界各国で電波の安全基準が策定
されており、日本も含めて西欧諸国はほ
ぼ同一の内容の基準となっています。一
方で、東欧などの安全基準というのはか
なり厳しくなっています。とはいえ、や
はり国によって安全基準が違いすぎるの
は問題だということで、WHOの取り組
みの中でも安全基準の国際整合が1つの
大きなテーマになっています。最近では

生体EMC特集 ● 巻頭インタビュー
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各国の安全基準がだんだん刷り合わせら
れつつあります。
──まだ完全に一致してはいないということで

すね。では、ある国の安全基準をクリアした携

帯電話を作っても、どこの国でも売れるという

状態にはなっていないのでしょうか。

渡辺　携帯電話については、一部の国で
は安全基準が異なっています。国際非電
離放射線防護委員会（ICNIRP）が作った
ガイドラインがあって、EUと日本はそ
れを採用しています。米国にはIEEEの
ガイドラインをベースとした安全基準が
あります。これらの安全基準の違いは人
体の健康に対する熱的な影響を考慮して
いるという意味では同じなのですが、そ
の熱的な影響をどのような指標で表わす
かという点で違いがあるためです。先日
もFDA（米国食品医薬品局）でこの問
題について検討するワークショップが
開催されましたが、NICTは名古屋工業
大学と共同で曝露評価のデータ提供を行
い、安全基準の国際的な整合の推進に貢
献しています。
　各国の安全基準について別の問題も
あります。欧州の一部の国では「予防原
則」という考え方が非常に強く出ていま
す。狂牛病が問題になったとき、まだ原
因がはっきりしていないうちから、とに
かく狂牛病が発生した国からの牛肉の輸
入をやめたという事例があります。これ
は予防原則に基づいてのことだったので
すが、それと同じ考え方を電磁波にも適

用すべきではないかと考えるのです。も
しかしたら安全基準以下のレベルでも影
響があるかもしれないという結果が一部
の研究で報告されていて、その可能性を
つぶしきれていない間は可能な限り電磁
波の利用をやめるべき、という意見があ
ります。
──予防原則に則れば、これまでの安全基準

に従うのでは不十分だと考える国もあるという

ことなのですね。

渡辺　はい。その考えを採用していると
ころでは、子どものいる学校や病院の近
くには基地局を建てられなくなっていま
す。しかし、今あるものを移すのは大変
だから新しく建てるのはやめようとい
うような、悪く言えば場当たり的な対応
だったりもするのですが、そういったこ
とを予防原則の名の下に行っている国も
あります。
　この件に関してはWHOも、科学的な
根拠はないし、かえって混乱を助長する
だけだから推奨できないと言っていま
す。特に、携帯電話基地局からの電波の
強さは、安全基準よりはるかに低い（数
千分の一以下）ことから、基地局からの
電波曝露によって健康への影響は生じる
ことはないだろうというのがWHOの見
解です。一方で、携帯電話端末からの電
波曝露による影響については、更なる研
究が必要との見解が示されています。実
際、「この携帯電話は安全基準をクリアし
ていますよ」と言われても、やはり不安に
なる人がいる。それに対して絶対に安全
とは科学的に言い切れないけれども、「お
そらく大丈夫ですよ」ということを、説
得力を持って言うためには、もっとしっ
かりとした研究データが必要なので、私
たちも研究を続けているのです。

世界標準に貢献する研究を
NICTから

──このレベルで研究・開発をしているのは、

日本ではNICTだけなのでしょうか？　今後、

そういった研究成果へのニーズの増加も見込

まれますか。

渡辺　シミュレーションを主体とした理
論研究であれば大学でも結構していると

ころはあります。他には民間企業が、適
合性評価試験ですとかIECとかITUへ
の寄与という形で積極的に行っています
ね。
　最近の状況を言えば、新しい測定方法
が決まったら、日本でも無線LANも規
制対象になる可能性がでてくるので、携
帯電話以外のメーカーなども注目してい
ます。
──EMCグループとしての今後の目標があり

ましたらお聞かせください。

渡辺　今まではNICTでは、適合性の評
価方法や医学生物実験などといったもの
を、主に携帯電話を対象として行ってき
ました。ですが、今は携帯電話だけでは
なく無線LANやRFIDやミリ波などと
いった、新しい電波を使った身近な装置
が出てきています。そういう新しいもの
に対する研究を続けていく必要があり
ます。
　私たちは基本的には、今使っている電
波防護指針というものが、本当に新しい
電波利用状況に対応できているのかとい
うことをきちんと評価できるようなデー
タを、動物実験なり、人体モデルを使っ
たシミュレーションによって出さなけれ
ばなりません。最終的には安全基準を見
直して、その安全基準をきちんと評価す
るためにはどういう適合性評価方法があ
るのか。そういった研究を、携帯電話以
外のものに対しても広げていきたいと考
えています。
　公的な機関で、ここまで総合的な研究
規模で行っているのは世界でもNICTだ
けです。他の国でも行われていますが、
ある一分野だけだったりしますので、そ
ういう部分でもNICTというのは世界的
にもネームバリューがあります。
　最初にお話した数値人体モデルの開発
もそうですが、世界でもトップレベルの
検証が行える技術をしっかり持って、そ
れが世界的にも評価されて、NICTで研
究・開発したものであれば間違いないと
言われるように、世界に対しても発信し
ていくことができればと考えています。
世界の基準をNICTが決めていくという
ぐらいになるのを目指したいですね。
──本日はありがとうございました。
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図1●NICTで開発している数値人体モデル
	 各モデルの体表画像を示しています。妊娠女性モデルのみ、胎児（緑色）の形状を確認できるようにボリュームレンダリング＊表示も並べました。これらのモデル

のブロックサイズは2	mm。成人男女および小児モデルの組織数は51種類、妊娠女性モデルの組織数は妊娠固有組織（胎児、胎児の脳、胎児の眼、羊水、胎盤）
を含む56種類で構成されています。

人体における電磁波エネルギーの吸収量の推定

　近年、携帯電話に象徴されるように、電波利用の急速な発展に
伴って、電波を発射する機器が私たちの身近なところで利用され
る機会が多くなってきています。その一方、それらの電波に人体
がさらされることによる健康への影響についての関心が非常に
高まっています。人体に対する電波の安全性を考える場合、電波
にさらされた人体の各部位に吸収される、単位質量あたりの電力
である比吸収率（SAR: Specific Absorption Rate）を正確
に推定する必要があります。生体に対する熱的な影響（熱ストレ
ス）を測る指標として用いられているSARは主に人体を模擬し
た数値モデル（以下、数値人体モデル）を用いたコンピュータシ
ミュレーションによって推定されます。数値人体モデルとは、人
体（組織・臓器）の形状を微小なブロックの集合体として表現し

たもので、各微小ブロックに筋肉、脂肪、心臓といった組織・臓器
名を示す番号を付与したものです。これまで、NICTでは、MRI
データを利用して人体の複雑な解剖学的構造を詳細に模擬した、
直立姿勢の日本人の平均体型を有する成人男女の数値人体モデ
ル「TARO（男性）とHANAKO（女性）」を開発してきました

（図1）。これらのモデルは51種類の組織・臓器を有し、TARO
を約800万個、HANAKOを約630万個の2mmの立方体ブ
ロックで構成したことで、日本人を想定した高精度なシミュレー
ションが可能となっています。しかし、人体に吸収される電力量
は人体のサイズ（身長、体重、体型等）、姿勢、内部の組織構造（脂
肪量等）に依存して大きく変動することが知られており、例えば、
成人と体型や内部組織構造が大きく異なる小児を対象とした評価
に、成人の数値人体モデルを利用することは適さないという問題
があります。そこで、NICTではこれらの問題に対応するため、

長岡 智明（ながおか　ともあき）

電磁波計測研究センター ＥＭＣグループ 専攻研究員
大学院博士課程修了後、2004年にNICTに入所。生体電磁環境数値解析のための
数値人体モデルの高精度化および高機能化に関する研究に従事。博士（医科学）。

人体内部の電波吸収量を
推定するための数値人体モデル
様々な電波利用状況下に対するきめ細やかな安全性評価

生体EMC特集

＊ボリュームレンダリング:	人体など、三次元的な物体の内部構造も含めて視覚化するために用いられる可視化手法
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図2●成人男性（TARO）モデルの姿勢変形例（ボリュームレンダリング表示）

図3●数値人体モデルの高分解能化

数値人体モデルの任意体型化、任意姿勢化
など、数値人体モデルの高機能化に関する
研究に取り組んでいます。

妊娠女性モデルと小児モデルの開発

　最近、妊娠女性、胎児および小児に対す
るSAR評価が電波防護において最も重
要な研究課題の1つとなっており、2006
年にWHO（世界保健機関）でも胎児や小
児のSAR評価を最優先課題の1つに挙げ
ています。しかし、妊娠女性や小児の数
値人体モデルをTARO、HANAKOの開
発法と同様にMRIの全身データから新た
に構築することは、倫理的な問題や多大
な開発時間を要するなどの問題がありま
す。この課題に取り組むためにTARO、
HANAKOを3次元的に変形することに
より、妊娠女性モデルや小児モデルを構築しています（図1）。
　千葉大学と共同で開発した妊娠女性モデルは、妊娠26週の
女性の腹部MR画像に基づいて新たに構築した妊娠女性固有の
組織（胎児や胎盤など）を含むモデルと、妊娠女性の腹部形状に
一致するように、HANAKOの腹部形状を自由形状変形（FFD: 
Free-Form Deformation）法を応用して拡張したモデルを組
み合わせることによって開発しました。この妊娠女性モデルは
世界で初めて開発された妊娠女性固有組織の形状を忠実に模擬し
た数値人体モデルであり、胎児など妊娠女性固有組織を含む56
種類の組織・臓器を有し、約710万個の2mm立方体ブロックで
構成されています。現在、この妊娠女性モデルのデータベースは
TARO、HANAKOのデータベースと同様に、広範囲な研究分野
に利用してもらうために公開（http://emc.nict.go.jp/bio/
data/）しています。
　小児モデルについては、成人と小児では、身長に対する各身体
部位の割合（例えば身長に対する頭部の割合）が大きく異なるた
め、単純に成人モデルの身長・体重を小児の身長・体重に合わせ
て変形するだけでは、実際の小児体型を模擬したモデルを構築す
ることはできません。そこで、対象とする年齢の小児の60以上
の部位の寸法を計測し、その人体計測データに基づき、TAROを
対象の寸法値に合うように変形しました。NICTでは、現在、小
児のSAR評価を行うためTAROと同様の組織数およびブロッ
クサイズで構成された3歳児、5歳児、7歳児の数値人体モデルを
開発しています。また、この方法を利用すれば、短期間に任意体
型モデルを構築することが可能であり、様々な年齢層での評価、
検討を実施することができます。

数値人体モデルの適用範囲を拡大する技術

　これまで述べた数値人体モデルは図1に示したように、すべて
直立姿勢です。無線通信機器を実際に利用した場合の姿勢など、
より現実的な条件でのSAR評価をするために、数値人体モデル
の任意姿勢化に関する検討を進めてきました。数値人体モデルの
関節を基準にして分けた複数のパーツを、FFD法を用いて任意の
方向に移動することによって、様々な姿勢のモデルを生成するこ
とができます（図2）。また、NICTで開発している数値人体モデ
ルは2mmブロックという非常に高い分解能を有しており、概ね
3GHzまでのSAR評価に利用できますが、今後の無線通信機器

の高周波帯への移行に伴い、それらの高周波に対応したより高分
解能なモデルを整備するため、図3に示すような、高周波数帯の
数値解析で誤差要因となりうる数値モデルの組織間の境界の凸凹
を平滑化しながら、任意の高分解能モデルを構築する手法につい
ても検討しています。

今後の取り組み

　様々な人々を対象とした現実的な条件下での人体内部のSAR
を高精度に推定することを目指して、NICTでは既存の数値人体
モデルを利用した新たな数値モデル開発および姿勢変形といった
新たな機能の追加など、数値人体モデルの高機能化に関する研究
を推進してきました。今後、任意体型モデルの構築法を体型以外
に内部組織の解剖学的な特徴も考慮した方法に改良することによ
り、様々な電波利用状況下に対して、きめ細やかな安全性評価を
行うことができると考えています。将来、皆さま（個人）の体型や、
内部組織構造を忠実に模擬したモデルを瞬時に構築し、それらの
モデルを用いて体内の電波吸収量を高精度に推定することが可能
になると考えています。
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まま推移すれば近い将来深刻な電力量
増となることは避けられません。近年
のエネルギー問題（温室効果ガス排出量
削減）の国際的動向を考慮すれば、この
ICTのエネルギー問題に対する抜本的解
決策は急務と言えます。
　そこで、新世代ネットワークでは情報
転送のエネルギー効率を1,000倍以上に
飛躍的に向上させ、消費電力量の増加を
伴わずに増大するトラヒックの低減・収
容を可能とすることを目指しています。
このような飛躍的な省エネルギー化は、
現在主に取り組まれているルータなど通
信装置単体の改良だけで達成することは
非常に困難であることが研究により予測
されており、アーキテクチャの再設計を
含めたネットワーク／ ICT総体での抜
本的な対応が必要と考えられます。フォ
トニックネットワークに代表される省電
力通信方式、装置構成法、デバイス技術、
待機時のスリープ技術等と、常時通信が

前提であるIP、 TCPなど現在
のインターネットを構成する主
要プロトコルの革新により実現
する単位情報を超低消費電力
で通信する技術。また、ネット
ワークとサーバ（クラウド）、ア
プライアンス等を連携したエネ
ルギー最適化情報・コンテンツ
流通方式により情報流通を効率
化し、発生トラヒック量を低減
する技術などがその中心となる
と考えられます。

周波数資源問題
　無線通信の利用者数の急増と通信速度
の高速化、コンテンツの大容量化によっ
て無線周波数資源は限界に達しつつあ
り、枯渇に瀕しています。さらに、ユビ
キタス通信やセンサーネットワークなど
新しい無線利用が萌芽しつつあることも
考えると、新世代ネットワークでは有限
である無線周波数の利用に関し、増大が
予想される無線トラヒックを収容し得る
技術の研究開発が必須となります。
　そこで、新世代ネットワークではエン
ドユーザにおける無線通信キャパシティ
を現状の100倍以上に高めることを目標
としており、そのために必要となる種々
の無線利用技術が開発されています。例
えば、（1）まだ十分に活用されていない
高周波帯（ミリ波帯～テラヘルツ帯）を
利活用するための技術開発による使用
可能な周波数の拡大、（2）コグニティ
ブ無線技術やMIMO（Multiple Input 
Multiple Output）技術など、周波数の利
用効率（例えば、1Hz当たり、単位面積当
たりの情報伝送量［bit/Hz/km2］）の増
大、（3）高速移動中のユーザのトラヒッ
クは携帯電話網のようなモビリティ対応
ネットワークに、移動しないユーザの通
信はユーザの利便性を低下させずにでき
るだけ有線ネットワークに収容するよう
な、用途に応じた周波数リソースの動的
再配分技術、等の実現に向け研究が進め
られています。

「地球にやさしいネットワーク」とは
　新世代ネットワークは、今後数十年に
わたって社会を支え得るインフラである
ことが求められます。そのために、その
時々のニーズ・コスト・環境条件などに
適合した、持続的に運用が可能な技術に
より構成されることが求められます。新
世代ネットワーク技術戦略におけるネッ
トワークターゲットの1つである「地球
にやさしいネットワーク」では、地球の
容量限界に起因する様々な制約に対して
解決法を見いだし、ネットワークと社会
の持続的発展を可能とすることを目的に
しています。
エネルギー問題～グリーンネットワーク～
　ICTの利活用により発生される通信ト
ラヒック量は近年増加の一途をたどって
おり、15年後には現在比の1,000 ～ 10万
倍程度に達すると予測されています。既
に日本ではICTが使用する電力消費量
が総量比で約5.8％をも占めており、この

新世代ネットワーク研究開発ターゲット
「地球にやさしいネットワーク」

村上 誉 （むらかみ ほまれ）

新世代ワイヤレス研究センター
ユビキタスモバイルグループ 
主任研究員

総合企画部
新世代ネットワーク研究開発戦略推進室
主任研究員 

川村 龍太郎 （かわむら りゅうたろう）

総合企画部
新世代ネットワーク研究開発戦略推進室
専門研究員
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があり、また、クラウド化やデバイスの
コモディティ化の強い流れ、省エネ化に
見られる厳しい環境調和性能要求など
は、ネットワーク設計問題の前提をひっ
くり返しています。これからの情報通
信を支える学術的基礎、言わば「ネット
ワークサイエンス」の確立が、アカデミ
アに強く要請されることになりますが、
大規模で複雑なシステムが最重要社会基
盤となっている今日、産業界からの期待
も切実となってきています。
　第2は、「知識社会ネットワークファン
ダメンタル」。例えば「価値を創造する
ネットワーク」で目指しているように、
ネットワークは、単なる伝送路にとどま
らず、人や社会の価値創発の担い手とし
て発展していきます。そのための基盤に
は、脳情報などを含めた人間理解との連
携も生じますし、多様で複雑な社会経済
的効果（Socio-economics）との関わり
を十分に考慮する必要が生じます。
　第3は、「ネットワーク物理アーキテク
チャファンダメンタル」。例えば「地球
にやさしいネットワーク」で目指
しているように、省エネ化は新世
代ネットワークの最重要課題のひ
とつです。そのためには、材料・
デバイスからシステムに至る全階
層でエネルギーを機軸にした連携
が必須です。そのほか「ユーザが
制約を意識しないネットワーク」
でのネットワークユニフィケー
ションや「トラスタブルネットワー

ク」での安全なネットワーキング、さら
にはネットワークの新概念創出など、物
理と情報が調和・連動して新しい付加価
値を創造することが求められます。
　最後に、このようなファンダメンタ
ル領域の研究は、それ自体、イノベー
ション創出の戦略として位置づけるこ
ともできます。例えば、欧州は、第7次欧
州枠組計画（FP7）のなかで情報通信技
術における将来新興技術（Future and 
Emerging Technologies: FET）を定め、
強力に推進しています。そこでは、個々
の研究開発が様々な「出口」に結びつく
ことも当然期待されていますが、同時
に、知的好奇心を引き起こす魅力的な研
究テーマによって世界から優秀な人材を
吸引し、結果として、知識社会の厳しい
競争のなかで生き残りを図るという戦略
を反映したものでもあります。効率性に
目が向きがちな昨今、基盤の強化・学術
の強化が、中長期的に最も重要な視座の
ひとつであることもまた、忘れてはいけ
ないでしょう。

5つのネットワークターゲットの
共通基盤となるファンダメンタル領域
　新世代ネットワーク技術戦略のひと
つである「新世代ネットワークファンダ
メンタルズ」は、これまでの連載記事で
紹介してきた、「5つのネットワークター
ゲット」に共通して重要となる基盤領域
の充実を目指すものです。また、この

「ファンダメンタル領域」は、中長期的展
望によって浮かび上がる、いくつかの重
要な潮流にも対応して構成されました。
例えば、①これまでのネットワークを支
えてきた伝統的な学術的基礎が、量的に
も質的にも、ますます厳しくなっている
ネットワークの要求に対応できなくなっ
ていること、②世界のイノベーション競
争の激化や産業構造の転換を受けて、デ
バイスや材料など個別の先端領域の技術
革新を、全体システムの付加価値の連鎖
体系のなかで戦略的に位置づけることの
重要性がますます高まっていること、な
どがあります。これらの状況に対応する
ために、新世代ネットワークファンダ
メンタルズは3つの重点技術項目にまと
められています。
3つの重点技術とイノベーションの創出
　第1は、「ネットワークアーキテクチャ
ファンダメンタル」。前述のように、古
典的なネットワークの理論的基礎の限界
が、いよいよ深刻となっています。例え
ば、トラヒック特性のマルコフ性を基礎
にした待ち行列理論は、複雑化・多様化
が進行する新世代ネットワークでは限界

新世代ネットワーク研究開発ターゲット
｢新世代ネットワークファンダメンタルズ｣

成瀬 誠 （なるせ まこと）

新世代ネットワーク研究センター
超高速フォトニックネットワークグループ
主任研究員

総合企画部
新世代ネットワーク研究開発戦略推進室
主任研究員

小嶋 寛明 （こじま ひろあき）

未来ICT 研究センター
バイオICTグループ
研究マネージャー

総合企画部
新世代ネットワーク研究開発戦略推進室
主任研究員
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●オーバーレイ・ネットワークのダイナミクス分析と自律制御

脳内神経活動ネットワークからのヒントによる
ネットワーク・ダイナミクスのモデル同定

およびオーバーレイ・ネットワークの
ルーティング・アルゴリズムの開発

オーバーレイ・ネットワーク

応用層

物理層

フロー・コントロール

数十年後の情報通信ネットワークのために

　NICTでは、今後数十年にわたるICT基盤となる「新世代ネッ
トワーク」について研究開発を推進しています。インターネッ
トの改良だけでは解決が困難な技術的課題や限界を、既存の技
術にとらわれずに白紙から新しく設計することで、抜本的な解
決を目指すものです。そうした全く新しい発想の１つとして、
生物に学ぶダイナミックなネットワークの研究が、神戸研究所
で進められています。未来ICT研究センターの劉 健勤専攻研
究員は、この研究に取り組む研究員です。
　「私たちは、生物学、特に細胞レベルの分子生物学における、
信号伝達（signal transduction）に注目しています。通常、生物
学における信号は化学的に、また、情報通信における信号は電
気的に取り扱われています。一見これらは異なる現象のようで
すが、シグナリング・パスウェイ（signaling pathway: 信号伝
達経路）をもって「情報」をやりとりするという点では、共通し
ています。そして未来のネットワークを創っていくとき、この
生物の信号伝達のメカニズムを研究することで、
情報通信に有効な新たな原理を見つけることがで
きるという期待をもって研究を進めています」
　20世紀半ばに基本原理が作られた現在のイン
ターネットには、いくつかの弱点があります。例
えば、同時にたくさんの人がアクセスすると、道
路のように渋滞を起こし、伝送速度が急激に落ち

たり、アクセスそのものができなくなったりすることは、私た
ちも経験しています。また、大地震などによりインターネット
のインフラが破壊されれば、通信手段の確保や対策が必要にな
ります。新世代ネットワークでは、たとえ自然災害が発生した
としても、基本的な必要最小限の情報通信が、地球規模で保障
されなければなりません。そこで着目するのが、生物の細胞レ
ベルのネットワークです。

生物の持つ優れた情報伝達機能と計算論的モデル

　「生物の細胞レベルのネットワークには、大量の情報が押し
寄せても、また、環境の変化に応じて、ダイナミックに情報を処
理する柔軟性と適応性があります。
　例えば、蛋白質Ａから蛋白質Ｂに情報を伝達する際、情報伝
達物質としての蛋白質Ｘが使えなければ、代わりに蛋白質Ｙを
使うというように、１つのルートがダメなら別のルートを使お
うとする機能を有しています。

●Profile
中華人民共和国中南大学情報工学学院教授、国際電気通信基礎技術研究所

（ATR）客員・主任研究員等を経て、2006年より現職。
生命システムに学ぶ新世代ネットワークアーキテクチャのロバスト制御の
研究に従事。博士（工学、情報学）。

研 究 者 紹 介

ロバストなネットワーク制御と自律システムの構築を目指して

神戸研究所 未来ICT研究センター 専攻研究員

生命システムに学ぶ
新世代ネットワークの原理設計

劉　健 勤
L i u J i a n - Q i n
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　また、脳内の神経細胞であるニューロンもよい例です。
ニューロンは、通常それぞれが自律的なものですが、必要に応
じて互いに連動し、集団的な振る舞いをすることが知られてい
ます。しかも、これらの自律的なニューロンが、脳内に同期を
起こすことで、情報を効果的に伝えているのです。
　私は、このニューロンの性質を、新世代ネットワークのアー
キテクチャに利用することを考えています。つまり、ネット
ワーク上に、ニューロンのようなセンサーを置き、通常はエネ
ルギーを節約するため「OFF」になっていますが、必要に応じ
て自律的・自発的にスイッチが「ON」になるセンサー。そうし
たネットワークのダイナミクス（動力学）を、生物から学ぼうと
しているのです」
　劉研究員は、生物の持つこうした優れた情報伝達機能を新世
代ネットワークの原理設計に応用することで、「ロバストなネッ
トワーク制御」や「自律システムの構築」を目指しています。ロ
バスト性（Robustness）とは、環境変動に対してシステムの機
能を維持・回復するメカニズム、特徴、性質などのことです。ま
た、自律性とは、集中型制御器がなく、局所的な相互作用からソ
リューションを見つけ出そうとする機能のことです。
　劉研究員は、生物に学ぶロバストなネットワークの１つの例
として、大腸菌熱ショック反応（Heat Shock Response: HSR）
における細胞シグナリング・ネットワークを挙げています。熱
ショックにより大腸菌の蛋白質折り畳みができるメカニズムは
生化学反応ですが、劉研究員は新しい情報通信ネットワークを
設計するため、HSR細胞シグナリング・ネットワークに関する
バイオインフォマティクス（Bioinformatics: 生物情報学）モデ
ルとその反応プロセスのシミュレーションを行いました。計算
論的なモデルを設計してコンピュータ上で再現し、さらに分子
生物学の証拠をもって追試するのです。こうした研究方法によ
り、信頼性の高いネットワークを提供するための伝送制御プロ
トコルであるTCP（Transmission Control Protocol）を応用
の対象として、ロバストなネットワーク制御技術で成果をあげ
ています。

故郷の街並みに似た京都、奈良

　劉研究員の故郷は西安、かつての長安です。遣唐使の派遣先
として日本人にも親しみのあるこの都市は、京都、奈良とは友
好都市の関係にあるそうです。
　「今年奈良は遷都1300年で話題になっていますが、初めて京
都と奈良に行った時は、故郷の街並みにとても似ていると感じ
ました。当時の建物がそのまま保存されているのかと驚いたも
のです」
　趣味は歴史と読書だそうで、歴史の本を読んでから歴史の出
来事があった場所に行くと、とても勉強になるといいます。休

日には奥さんと娘さんを誘って親子３人で出かけることもあり
ます。
　「私は司馬遼太郎のファンで、司馬さんの本が大好きです。東
大阪市にある司馬遼太郎記念館にも行きましたよ」
　ちなみに、来日当初は英語版で読んでいたそうですが、日本
語に習熟してからは日本語の原文で読んでいるそうです。

日本と中国の架け橋に

　そんな劉研究員は、日本人像について、
　「日本人は仕事に対して真面目で、ルールを守り、非常に注意
深く事を進めます。これが一番の特質だと思います。また人間
性の面では、中国人にも理解できるユニークな東洋的哲学を備
えていますね。この日本のオリエンタルで伝統的な文化と、ガ
リレイやニュートンに代表される西洋的方法論が合致すれば、
より完璧だと思います」
　そして将来の展望については、「中国と日本の橋渡しのよう
なことがしたいのです。もし中国に戻ることになれば、NICT
などのように日本と中国の研究者が互いに行き来して研究でき
るような環境を持つ共同研究所の参画に携わりたいという夢を
持っています」
　劉専攻研究員は、細胞レベルの現象を見つめるミクロな眼
と、国境を越えたマクロな眼で研究に取り組んでいます。
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　NICTと全米科学財団（National Science Foundation: 
NSF）の共催により、「第2回日米新世代ネットワークワー
クショップ」（US-Japan Future Network Collaboration 
Workshop）を開催しました。

開 催 日 ：2009年12月4日（金）～ 6日（日） 
開催場所 ：米国 ハワイ州ホノルル 
出 席 者 ：米国24名、日本32名（うちNICT 13名）

　2008年10月に米国パロアルトで第1回のワークショップ
が開催され、日米の新世代ネットワーク研究関係者の交流
が図られました。それを受けて、テーマを絞り、具体的な
日米間での共同研究プロジェクトの早期立ち上げを目的として第2回の会議が開催されました。初日にNICTの宮原秀夫理事
長とNSFのDr. Ty Znatiによる基調講演の後、青山友紀プログラムコーディネーター、およびNSFのDr. Freeman が会議の
開催意義を日米双方の立場から発表し、参加者全員の自己紹介の後、共通する研究課題について忌憚のない意見交換が行われ
ました。
　2日目には日米双方の新世代ネットワーク研究開発環境（JGN2plus、GENI等）や将来研究トピックスの紹介を行った後、NSF
とNICTが研究体制の説明を行いました。続いて、具体的な共同研究テーマ・体制の立案を1つの目標として、4つのテーマにつ
いてブレインストーミングおよびディスカッションを開始。
　１） 新世代ネットワークとサービステストベッド
　２） ネットワーク科学とモデリング
　３） ネットワーク基盤技術
　４） 信頼性とセキュリティ
　ここでは共通的なチャレンジ課題、解決へのアプローチ、連携項目等についてディスカッションを行いました。今回の議論を
もとに、今後の研究チャレンジや日米連携の可能性について、今後1 ～ 2 ヶ月で取りまとめ、第1回ワークショップ同様、報告書
としてWebにて公開予定（http://nwgn.nict.go.jp/）です。
　次回は、2011年3月に日本で開催する予定です。

「第2回日米新世代ネットワークワークショップ」を開催
─新世代ネットワークの実現に向けて日米の協力強化─

総合企画部 新世代ネットワーク研究開発戦略推進室 室長　青木 哲郎


